
（２） 社会保障に係る負担の内訳について
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改革後 27.5 兆円

国民所得比 7.3% 7.4% ～ 7.7% 8.0% ～ 8.5% 8.8% ～ 9.7%

ＧＤＰ比 5.4% 5.4% ～ 5.6% 5.8% ～ 6.1% 6.4% ～ 7.0%

改革実施前 28.5 兆円

国民所得比 7.6% 7.9% ～ 8.2% 8.7% ～ 9.2% 10.3% ～ 11.4%

ＧＤＰ比 5.5% 5.8% ～ 5.9% 6.3% ～ 6.6% 7.5% ～ 8.2%

国民所得 375.6 兆円 403 ～ 420 兆円 432 ～ 461 兆円 492 ～ 540 兆円

ＧＤＰ 513.9 兆円 558 ～ 576 兆円 601 ～ 634 兆円 684 ～ 742 兆円

（試算の前提）

　1. 「改革実施前」は、平成18年度の診療報酬改定及び健康保険法等改正を実施しなかった場合を起算点とし、１人当たり医療費の伸びについて
　　は従前通り、70歳未満2.1%、70歳以上3.2%と設定して試算している。

　2. 「改革後」は、平成18年度予算を起算点とし、平成18年度の診療報酬改定及び健康保険法等改正の効果を織り込んで試算したもの。

　3. 国民所得比及びＧＤＰ比の算出に用いた名目経済成長率は、2011年度までは「改革と展望2005」参考試算、2012年度以降は平成16年年金
　　財政再計算の前提を用いて、「基本ケース」及び「リスクケース」の２つのケースを設定している。

33.2 兆円 40 兆円 56 兆円

31.2 兆円 37 兆円 48 兆円

医療給付費の将来見通し
（平成18年医療制度改革ベース）

2006年度
(平成18）

予算ベース

2010年度
(平成22）

2015年度
(平成27)

2025年度
(平成37)

名目経済成長率の推移
2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012～

基本ケース 2.0% 2.5% 2.9% 3.1% 3.1% 3.2% 1.6%
リスクケース 2.0% 1.9% 2.1% 2.2% 2.1% 2.2% 1.3%
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【部門別】

年金 39.5 （39.6） 10.5 （10.5） 49 （50） 11.4 （11.6） 56 （58） 12.1 （12.5）

医療 27.5 （28.5） 7.3 （7.6） 32 （34） 7.5 （8.0） 37 （40） 8.0 （8.7）

福祉等 15.8 （16.2） 4.2 （4.3） 19 （21） 4.5 （4.8） 22 （24） 4.7 （5.1）

うち介護 6.6 （6.9） 1.8 （1.8） 9 （10） 2.0 （2.3） 10 （12） 2.3 （2.7）

【保険料・公費別】

保険料負担 54.0 （54.8） 14.4 （14.6） 65 （67） 14.9 （15.4） 73 （77） 15.9 （16.6）

年金 31.0 （31.2） 8.3 （8.3） 37 （38） 8.7 （8.8） 43 （43） 9.3 （9.4）

医療 16.3 （16.8） 4.3 （4.5） 19 （20） 4.4 （4.7） 21 （23） 4.6 （5.0）

福祉等 6.7 （6.8） 1.8 （1.8） 8 （9） 1.9 （2.0） 9 （10） 2.0 （2.2）

うち介護 2.8 （2.9） 0.7 （0.8） 4 （4） 0.8 （1.0） 4 （5） 1.0 （1.2）

公費負担 28.8 （29.5） 7.7 （7.8） 36 （38） 8.4 （8.9） 41 （45） 8.9 （9.7）

年金 8.4 （8.4） 2.2 （2.2） 12 （12） 2.7 （2.8） 13 （14） 2.8 （3.0）

医療 11.2 （11.7） 3.0 （3.1） 13 （14） 3.0 （3.3） 15 （17） 3.4 （3.7）

福祉等 9.2 （9.4） 2.4 （2.5） 11 （12） 2.6 （2.8） 13 （14） 2.7 （3.0）

うち介護 3.8 （4.0） 1.0 （1.1） 5 （6） 1.1 （1.3） 6 （7） 1.3 （1.5）

2015年度
（平成27）

注１）％は対国民所得。額は、各年度の名目額（将来の額は現在価格ではない）。
注２）公費は、2009年度に基礎年金国庫負担割合が1/2に引き上げられたものとしている。
注３）カッコ外の数値は改革反映、カッコ内の数値は改革前のもの。
注４）経済前提はＡケース。

2006年度
（平成18）

2011年度
（平成23）

％兆円 ％兆円 兆円 ％

（社会保障に係る負担の内訳）

〔「社会保障の給付と負担の見通し」（平成18年5月）より抜粋〕
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【部門別】

年金 39.5 （39.6） 10.5 （10.5） 48 （49） 11.7 （11.9） 53 （55） 12.4 （12.8）

医療 27.5 （28.5） 7.3 （7.6） 32 （34） 7.9 （8.4） 37 （40） 8.5 （9.2）

福祉等 15.8 （16.2） 4.2 （4.3） 19 （20） 4.6 （4.9） 21 （23） 4.8 （5.3）

うち介護 6.6 （6.9） 1.8 （1.8） 8 （10） 2.0 （2.4） 10 （12） 2.3 （2.8）

【保険料・公費別】

保険料負担 54.0 （54.8） 14.4 （14.6） 63 （65） 15.4 （15.9） 71 （74） 16.4 （17.1）

年金 31.0 （31.2） 8.3 （8.3） 36 （37） 8.8 （8.9） 41 （41） 9.4 （9.6）

医療 16.3 （16.8） 4.3 （4.5） 19 （20） 4.7 （4.9） 21 （23） 4.9 （5.3）

福祉等 6.7 （6.8） 1.8 （1.8） 8 （8） 1.9 （2.0） 9 （10） 2.0 （2.2）

うち介護 2.8 （2.9） 0.7 （0.8） 4 （4） 0.9 （1.0） 4 （5） 1.0 （1.2）

公費負担 28.8 （29.5） 7.7 （7.8） 36 （38） 8.7 （9.3） 40 （44） 9.3 （10.2）

年金 8.4 （8.4） 2.2 （2.2） 12 （12） 2.8 （2.9） 13 （14） 3.0 （3.2）

医療 11.2 （11.7） 3.0 （3.1） 13 （14） 3.2 （3.5） 15 （17） 3.6 （3.9）

福祉等 9.2 （9.4） 2.4 （2.5） 11 （12） 2.7 （2.9） 12 （13） 2.8 （3.1）

うち介護 3.8 （4.0） 1.0 （1.1） 5 （6） 1.2 （1.4） 6 （7） 1.3 （1.6）

2015年度
（平成27）

注１）％は対国民所得。額は、各年度の名目額（将来の額は現在価格ではない）。
注２）公費は、2009年度に基礎年金国庫負担割合が1/2に引き上げられたものとしている。
注３）カッコ外の数値は改革反映、カッコ内の数値は改革前のもの。

2006年度
（平成18）

2011年度
（平成23）

％兆円 ％兆円 兆円 ％

【参考】（社会保障に係る負担の内訳）・・・Ｂケース（低目の経済成長）

〔「社会保障の給付と負担の見通し」（平成18年5月）より抜粋〕

3



（参考） 被用者（サラリーマン）の社会保険料率の見通し

2006年度
（平成１８）

2025年度
（平成３７）

年 金 14．288％ 18．3％

医 療 7.7％ 8.0％～8.5%
介 護 1.1％ 1.6％～1.7%
雇 用 1.6％ 1.6％

総 計 24.7％ 29.5％～30.1%
※ 被用者と事業主が、原則として折半して負担

注１）保険料率は年金は厚生年金の年度初の料率、医療及び介護は、それぞれ政管健保※と組合健保に係る料率の平均値。

※ 2008(平成20）年10月以降は、全国健康保険協会

注２）2025年度の医療に係る分については目安としての見通しの上に予測を重ねるものとなっている等の問題点があることに留意が必要。

注３）賃金上昇率の前提は、次の通り。

２００６年度

（平成１８）

２０２５年度

（平成３７）

政管※ ８．２％ ８．４％～９．０％

組合 ７．２％ ７．６％～８．１％

政管※ １．２％ １．８％～１．８％

組合 １．１％ １．５％～１．５％
介 護

医 療

（参考）

1.8%2.2%2.2%2.5%2.3%2.1%2.0%低目（Bケース）

2.1%3.2%3.2%3.4%3.1%2.7%2.0%並（Aケース）賃金上昇率

（平成24～）（平成23）（平成22）（平成21）（平成20）（平成19）（平成18）

2012年度～2011年度2010年度2009年度2008年度2007年度2006年度

1.8%2.2%2.2%2.5%2.3%2.1%2.0%低目（Bケース）

2.1%3.2%3.2%3.4%3.1%2.7%2.0%並（Aケース）賃金上昇率

（平成24～）（平成23）（平成22）（平成21）（平成20）（平成19）（平成18）

2012年度～2011年度2010年度2009年度2008年度2007年度2006年度

〔参議院厚生労働委員会辻泰弘委員のお求めに応じて平成18年6月に作成した「社会保障の給付と負担の見通し」より抜粋〕
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2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度
2012年度

以降

(平成18) (平成19) (平成20) (平成21) (平成22) (平成23) （平成24～）

並（Ａケース） 0.5% 1.1% 1.6% 1.9% 2.1% 2.2% 1.0%

低目（Ｂケース） 0.5% 1.1% 1.5% 1.8% 1.9% 1.8% 1.0%

並（Ａケース） 2.0% 2.7% 3.1% 3.4% 3.2% 3.2% 2.1%

低目（Ｂケース） 2.0% 2.1% 2.3% 2.5% 2.2% 2.2% 1.8%

並（Ａケース） 1.9% 2.6% 3.1% 3.5% 3.9% 4.1% 3.2%

低目（Ｂケース） 1.9% 2.5% 3.0% 3.5% 3.8% 3.9% 3.1%

並（Ａケース） 2.0% 2.5% 2.9% 3.1% 3.1% 3.2% 1.6%

低目（Ｂケース） 2.0% 1.9% 2.1% 2.2% 2.1% 2.2% 1.3%
国民所得の伸び率

運用利回り

賃金上昇率

物価上昇率

経 済 前 提

○ 2011年度まで

・ Ａケースは「改革と展望－2005年度改定 参考試算」の基本ケース、Ｂケースは同試算のリスクケースに基づく。なお、同試算においては、全要素生産性

（ＴＦＰ）上昇率が、基本ケースでは2004年度の1.0%から5年間で1.2%程度に高まり、リスクケースでは0.7%程度とされている。

○ 2012年度以降

・ 物価上昇率は、消費者物価上昇率の過去20年（1983年～2002年）の平均が1.0%であることから、1.0%と設定。

・ 賃金上昇率と運用利回りは、社会保障審議会年金資金運用分科会報告（2003.8.27）を基に設定（構造改革の実行を前提とした日本経済の生産性上昇

の見込み（年次経済財政報告（内閣府））に基づき、中長期的な実質賃金上昇率、実質運用利回りを推計）。なお、同分科会報告における全要素生産性

（ＴＦＰ）上昇率は、1.0%、0.7%及び0.4%の3ケースであり、0.7%がＡケース、0.4%がＢケースに対応 。

・ 国民所得の伸び率は、賃金上昇率に労働力人口の変化率を加えて設定（労働力人口の変化率：2012年以降は△0.5%)。

○ この見通しの経済前提は、以下のとおり、Ａケース（並の経済成長）、Ｂケース（低めの経済成長）の２ケースを置いている。

＊いずれも名目

（参考）
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